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社会科学研究所 定例研究会 報告要旨 
 
【定例研究会報告】 
2010 年 2 月 17 日（水）14:00～18:00 に、専修大学生田サテライトキャンパス B 室にて、
社会科学研究所定例研究会を、専修大学社会科学研究所特別研究助成（共同研究）「フラ
ンスと東アジア諸地域相互における近現代学芸の共同主観性に関する研究」（代表：鈴木
健郎（商学部）、会計：根岸徹郎（法学部）、土屋昌明（経済学部）、下澤和義（商学部）、
厳基珠（ネットワーク情報学部））との共催により一般公開形式でおこなった。参加者は
合計 8 名（研究メンバー5 名、一般参加者 3 名）であった。 
 
発表者と題目は以下のとおりである。 
下澤 和義（専修大学商学部教授/社会科学研究所員、フランス思想研究） 
「表象の政治学－アントニオーニ『中国』をめぐる中・仏・米のポリローグ」 
鈴木 健郎（専修大学商学部講師/社会科学研究所員、中国宗教史研究） 
「フランスにおける中国宗教研究と文物収集について」 
 
専修大学社会科学研究所研究助成「フランスと東アジア諸地域における近現代学芸の共
同主観性に関する研究」（代表：鈴木健郎）は、フランス・中国・日本・韓国の近現代の
学問研究の相互影響による形成過程を、二地域間ではなく多地域間の動態的な相において
明らかにしようとするものである。すでに第一回の研究会として 2009 年７月 21 日に、社
会科学研究所と共催で一般公開の定例研究会を開催しており（土屋昌明「フランスと中国
との相互的な共同主観性」、根岸徹郎「日本におけるクローデル像－大正末期の日本人は
フランスから来た詩人大使ポール・クローデルをどのように迎えたのか？」）、今回の研究
会は本年度第二回にあたるものである。下澤報告は、イタリアの著名な映画監督であるミ
ケランジェロ・アントニオーニが当時の中国政府の要請により文化大革命期の中国を記録
したドキュメンタリー映画『中国』の評価をめぐって起こった中国およびヨーロッパにお
ける論争を、問題となった映画のシーンを実際に検分しながら、異文化間の「表象の政治
学」の観点から考察した。鈴木報告は、フランス（およびイギリス、ロシア）の東洋学（中
国研究）の形成と文物収集の歴史を当時の政治的文脈とともに概観し、スタイン、ぺリオ、
シャヴァンヌ、オルデンブルグらの研究活動とギメ美術館などヨーロッパに収蔵される中
国の文物の関係、またフランス東洋学が日本の中国学、東洋史学に強い影響を与えたこと
について考察した。 
記：専修大学商学部・鈴木健郎 
 
－ 61 － 
2010 年 2 月 24 日（水） 定例研究会報告 
テーマ： 中国農村における人口流動と地域コミュニティ 
報告者： 南裕子（一橋大学大学院経済学研究科准教授） 
関連報告者：徐向東（中国市場戦略研究所代表） 
時 間： 16:00～18:00 
場 所： 社研会議室 
参加者数：全 12 名 
報告内容概略： 
本報告では総じて、中国農村における最近の人口流動の動向の紹介と、その新たな解釈
の試みが提示された。 
まず、2008 年度統計をもとに、農民工とその故郷の関係を説明した「凧仮説」が紹介さ
れ、農民工流出地の諸問題として、「留守児童（留守番をしている児童）」「留守婦人」「留
守老人」などの家族機能不全、家族崩壊の危機、社会不安が指摘された。次いで、これほ
どに人口流出が激しいと地域社会の危機が叫ばれそうでもあるのに、現実的にはそうした
論点は相対的に少ないことについて、例えば留村者が地域のインフォーマルなネットワー
クで生活・生産を支え合っている実態が紹介された。 
そして、最近の農村政策から、新農村建設の一環としての農村社区建設が紹介され、そ
こで進められる農村公共サービス完備の努力・方向性（文明祥和／郷風文明）が示され、
現状での村民の分化、農村発展の空洞化（出稼ぎで各農家には収入があるが、村の集団財
産は不足）が示された。このことについては既存秩序・規範の変容／崩壊に結びつく一方、
出稼ぎ経験をもとにしての農民の主体性獲得というプラスの側面も指摘された。しかしな
がら、こうした農民工や農村エリートは、帰郷して村幹部となってもメリットが少ない（村
の諸施設を自由に使えるわけではない／自分の政治的影響力の限界に落胆する）として、
現実的には青年・女性組織は名目的に存在するに過ぎないことが指摘された。 
このように農民工の持続的拡大傾向とそれによる農村組織の変容には、その影響につい
ては両論併記状態であることが強調された。 
南報告に関して、（都市の新中間層研究・巨大市場分析から）新たな農村市場開拓まで
幅広い研究知見と市場コンサルティング経験を有する徐向東氏より、近著『中国人に売る
時代!』(日本経済新聞出版社､2009)に基づいて、中国人の文化、価値観、思考形態の最近
の変容について、マーケティング現場の事例とともに紹介され、南報告の理解、議論にとっ
ての貴重な補助線となった。 
なお研究会には、2008 北京五輪に際して開催地・北京の地域特性分析に乗り出して社研
中国研究グループと交流を深めてきた本学・社会体育研究所の皆さんが参加してくれて、
貴重なコメントを残してくれたことを付記しておく。 
記：専修大学文学部・大矢根淳 
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2010 年 3 月 9 日（火） 定例研究会報告 
テーマ： 長崎市の概要について 
報告者： 長崎市東京事務所 山内豊和氏 
時 間： 12 時 30 分から 14 時 30 分 
場 所： 社会科学研究所 会議室 
参加者数：17 名 
報告内容概略： 
長崎市は東京 23 区の 3 分の 2 ほどの面積で、約 44 万人の人口を持ち、長崎市の発展は
ポルトガル船が来航した 1571 年より大きく動き出した。 
長崎市の文化は和華蘭文化と呼ばれ、日本、中国、西洋の文化が違和感なく融合してお
り、また、小説や映画、歌謡曲のテーマにしばしば選ばれ、「絵になる街」でもある。そ
して、長崎を最後の被爆都市とするために原子爆弾の恐ろしさや平和の尊さについて全世
界に発信を続けている平和宣言都市でもある。 
続けて長崎市の観光と食について説明がなされ、春季調査合宿での訪問地についての解
説をいただいた。 
これらの内容を説明いただいた後に、質疑応答の時間をとり活発な意見交換が行われ
た。 
記：専修大学経営学部・佐藤康一郎 
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2010 年 5 月 15 日（土） 定例研究会報告 
テーマ： 「地方議会における政権交代の影響」 
報告者： 田村琢実（埼玉県議会議員） 
時 間： 14:00-17:00 
場 所： 神田校舎 13A 会議室（1 号館 13 階）  
参加者数：15 名 
報告内容概略： 
2009 年 9 月の総選挙で大敗を喫し、自民党は野党へと転落した。今回の研究会では、自
民党所属の埼玉県議会議員の立場から、埼玉県議会において長年多数派を維持してきたも
のの、近年その規模を縮小している自民党の現状と、所属議員たちの分析、さらに、政権
交代後に民主党政権が進める政策に対する、埼玉県議会での取り組みを紹介し、それらの
政策に対して議会の多数派である自民党がどのように対応しているかを報告した。 
埼玉県議会では、長年にわたって自民党所属議員たちが多数派を占めてきたものの、近
年、その規模は縮小している。自民党議員団の中では、諸提案に対して必ずしも活発な議
論が行なわれているとはいいがたく、一部の議員には、長年の任期にもかかわらず、議案
に対する知識不足を感じさせるものも存在する。 
そのような中で、議会は、知事提案の議案に対してそのまま可決されるのを見守ってい
る形であり、議会の重要な役割の一つである「行政へのチェック機能」が十分に働いてい
ないといえる。たとえば、民主党政権が推進する「子供手当て」「高校無償化」政策に関
して、埼玉県議会では、予算案審議の際にほとんど異論が出ることはなく、知事提案の議
案であるとして無修正で可決しようとした。これに対して報告者が中心となって「制度的
矛盾・財政的裏づけなし」であるとの付帯決議を認めさせたことは、全国的に画期的なこ
とであった。 
これに対して、フロアからは、自民党の低落傾向について、2009 年の総選挙の敗北など
の総括が為されていない、県議会における「政党」の位置づけおよび自民党内での派閥の
存在意義、さらに、自民党再生に関して、長老支配の現状に対する取り組みとリクルート
メント、今後の自民党の「政治綱領」の方向性など、多数の質問がなされた。また、民主
党政権の「マニフェスト」に対する評価、諸政策における鳩山内閣の閣僚の発言と現場と
の乖離、外国人地方参政権問題に関して、グローバル経済と地域住民の利害の国際化に対
する認識などについて、予定時間を越えて、活発な議論が交わされた。 
記：専修大学大学院法学研究科任期制助手・末次俊之 
 
